
令和７年度第４回「ワンチームとやま」 

連携推進本部会議次第 

 

                                  日  時：令和８年１月 19日（月） 

                                        16 時 00 分～17 時 30 分 

                                  場 所：富山県民会館８階バンケットホール 

                       

 
１  開    会 

 
２ 知事あいさつ  

                

  ３ 議  事 

（１）令和７年度連携推進項目の成果及び令和８年度の連携推進項目について 

（２）県、市町村の行政課題等について 

 

４ 報告事項 

 

５ 閉  会 
 

配付資料 
資料１ 令和７年度連携推進４項目の取組成果について 

資料２ 令和８年度「ワンチームとやま」連携推進本部会議における協議事項について  

 

参考資料１ 新たな総合計画の決定について 

参考資料２ 県内企業、団体、事業所専用 

とやま出会い応援アプリ「TOYAMA goen」について 

参考資料３ 富山県人材確保・活躍対策骨子 

-「人材確保・活躍の富山モデル」の構築に向けて- 

参考資料４ 「富山で働こう」キャンペーンの展開について 
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生活環境文化部長 杉田　聡
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「ワンチームとやま」連携推進本部会議出席者

ワンチームとやま推進室長



令和７年度第４回「ワンチームとやま」連携推進本部会議　配席図

日時：令和８年１月19日（月）16時～17時30分
場所：富山県民会館８階バンケットホール
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令和８年度の取組み（案）令和７年度の取り組み成果の概要等項目

県・市町村が連携したより効果的な情報発信の実施
・移住フェア等における来場者情報の分析などマーケティ
ングに基づく情報発信の実施

・空き家情報の効果的な発信

県・市町村担当者間の連携の継続
・定例の県・市町村担当者ミーティングの場を新たに設け、
定期的な意見交換・情報共有の実施

・移住フェア等における市町村PRの実施
→東京：９回、大阪：３回、名古屋：１回

（延べ参加者数（R7.12現在）：1,054組1,406名）
→市町村ブースへの効果的な誘導、来場者情報を市町村へ即時
共有するためのシステムの構築・試行

・効果的な情報発信に資する研修会等の開催
・WG開催を通じた定期的な情報共有の実施
・県地域おこし協力隊による移住情報発信

「富山くらしの
魅力」に係る情
報発信の推進

富山県に関心を持ってもらった方の関係人口化も含めた
マッチング
・市町村と連携したセミナーの開催（継続）
・地域とつながる体験プログラムの実施

・テーマに応じたマッチングセミナーの開催
→全15回開催、各市町村の魅力を紹介

（延べ参加者数（第12回終了時点）：984名）
・働きながら地域の魅力を体感するマッチングツアーの実施

移住希望者と
地域の効果的
なマッチング

移住検討者の来県促進
・現地での移住相談や市町村主催イベントへの誘客におけ
る連携強化

・県及び市町村における支援制度に係る意見交換
・他自治体における事例や事業効果に関する調査
・「移住の決め手」など移住者及び移住検討者に対するアンケート
調査を実施中

移住に伴う経
済的負担軽減
の検討

県内の地域おこし協力隊員の連携強化
・コミュニティの本格運用による市町村域を越えた隊員の
連携促進及び好事例の横展開

・県隊員による市町村隊員の活動発信
・隊員同士が交流できるコミュニティの構築・試行

県採用地域お
こし協力隊と市
町村隊員との
連携

◎ Ｒ７年度の取り組み結果と今後の方向性

連携事項名 人口減少対応（移住・定住施策）
県担当課：ワンチームとやま推進室（移住促進担当）

資料１



連携項目名（施策） 人口減少対応（移住・定住施策）

●「富山くらしの魅力」に係る情報発信の推進
・移住フェア等における市町村PRの実施（延べ参加者数1,054組1,406名）
⇒市町村ブースへの効果的な誘導、来場者情報を市町村へ即時共有する
ためのシステムの構築・試行

・マーケティングの視点を取り入れた効果的な情報発信に資する研修会の開催

●移住希望者と地域の効果的なマッチング
・市町村と連携したマッチングセミナーの開催（延べ参加者数984名）

●移住に伴う経済的負担軽減の検討
・移住検討時における現地での移住相談や市町村主催イベントへの参加など将来的な
移住につながる活動に対する負担軽減について連携を強化

●県採用地域おこし協力隊と市町村隊員との連携
・市町村域を越えて隊員同士が交流・連携できるコミュニティの構築・試行

概要

●移住施策を進めるうえで情報発信に課題を感じている市町村が多かったことから、マーケティングに関する研修
会を新たに開催したほか、県主催の移住フェアやオンラインセミナーにおいて富山くらしの魅力を積極的に発信
●富山県で暮らすことの魅力を上記取組みを通して移住検討者に認知していただいた結果、前年同期比（4月～
11月）で富山くらし・しごと支援センターにおける相談者数が増加（R6：2,166件 ⇒ R7：2,376件）
●「ふるさと住民登録制度」も見据え、関係人口施策との連携も必要であるという意見があったことから、R8連携推
進項目のなかで引き続き検討する。

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

富山くらし・しごとフェア（8月）

情報発信に関する研修会（10月）



令和８年度の取組み（案）令和７年度の取り組み成果の概要等項目

・PTでの継続協議
①地震被害想定及び津波シミュレーション調査を
踏まえた具体的な避難計画

②県民への普及啓発の促進策
③関係機関・団体との具体的な連携方法などを協議
④避難所受付システムのDX化検討等を協議（新規）

・「避難所を中心とした避難生活のあり方」及び「避難行動のあり方」
検討PTを設置し、令和７年度は３回会議を開催。
（第１回:８/５、第2回：10/17、第３回：2/3予定）
・県及び市町村の避難所運営マニュアル等への反映

１．国・県・市町
村・関係機関の
実務担当者によ
るプロジェクト
チーム（PT）の
設置

・「チームとやま」で被災市町村への人的応援の実施
（避難所運営支援、住家被害認定調査等）
・相互応援のための実践的な職員研修の開催
・自主防災組織や防災士の資質向上を図るための研修
の開催
・県総合防災訓練等での実証実験の実施
（避難所受付システム等）

・「チームとやま」相互応援協定の締結(1/19締結）
・８/７からの大雨対応として高岡市にリエゾン派遣
・防災スペシャリスト養成地域研修の実施（５/30）
・実践的な県総合防災訓練の実施（被災家屋を活用した住家被害認
定調査訓練等）（9/28）
・南海トラフ地震に係る静岡県との連携強化
（静岡県との合同研修等、11/20）
・防災士養成研修（定員７２０名）及びスキルアップ研修（４回）の実施
・防災士と連携した災害対応運営ゲーム実務研修の実施

２．県と市町村に
よる「チームとや
ま」体制の整備

・災害ケースマネジメント協議会運営・活動の充実
・教育訓練プログラムに基づく研修会の開催

・国のモデル事業に採択（７月）
・第１回（キックオフ）会議の開催（８/８）
・第２回、第３回会議の開催（11/12、１/２３）
・能登半島地震被災自治体の取組状況の視察（11/１７～18）
・被災者支援コーディネート研修の開催（1/30）
・災害ケースマネジメント協議会の設立（年度末）

３. 災害ケースマ
ネジメント協議会
設立に向けた体
制の整備

◎ Ｒ７年度の取り組み結果と今後の方向性

連携事項名 災害対応・危機管理体制の連携・強化
県担当課：防災課



連携項目名（施策） 災害対応・危機管理体制の連携・強化

概要

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

●国・県・市町村・関係機関の実務担当者によるプロジェクトチーム（PT）の設置
・ 市町村・県との間で避難所運営や避難行動に係る共通課題認識と今後の対策の検討・協議
・ 県及び市町村の避難所運営マニュアル等への反映

●県と市町村による「チームとやま」体制の整備
・ 「チームとやま」相互応援協定の締結
・ 県や市町村、関係団体との合同研修の実施

●災害ケースマネジメント協議会設立に向けた体制の整備
・災害ケースマネジメント協議会の設立（年度末）

●「避難所を中心とした避難生活のあり方」及び「避難行動のあり方」検討PTの設置・協議
●「チームとやま」の体制整備による県と市町村の連携強化
●災害ケースマネジメント協議会の設立



令和８年度の取組み（案）令和７年度の取組み成果の概要等項目

・「こどもの権利に関する条例（仮称）」の内容や理念についての普及啓発

・県・市町村が連携したこどもの意見を聴く機会の創出、施策への反映

・「こどもの権利に関する条例（仮称）」の制定（２月県議会において上程予
定）

・県・市が連携した「こども意見表明交流会」の実施（８月に３市で開催）

こどもまんなか
社会の実現に向
けた取組の推進

・県・市町村が連携した子育て支援事業の推進（子育て支援ポイント事業等
子育て支援事業の連携）

・県・市町村の連携による県こども医療費助成（小学生まで対象）、地域の実
情に応じたこども・子育て支援の推進

・保育料の無償化・軽減事業の実施（第三子以降の保育料完全無料化等保
育料軽減事業の実施）

・県・市町村が連携した保育士等人材確保事業の推進（保育補助者雇用促
進事業の実施）

・病児・病後児保育の県全域での広域受入れの実施

・妊娠から子育て期までの支援体制の整備充実（遠方の分娩施設で出産す
る妊婦等への交通費等支援）

・県・市町村が連携した子育て支援事業の推進（子育て支援ポイント事業等
子育て支援事業の連携）

・県こども医療費助成（小学生まで拡充）、地域の実情に応じたこども・子育
て支援の推進

・保育料の無償化・軽減事業の実施（第三子以降の保育料完全無料化等
保育料軽減事業の実施）

・県・市町村が連携した保育士等人材確保事業の推進（保育補助者雇用促
進事業の実施 ４市町村）

・病児・病後児保育の広域受入れの利用状況や課題等の共有、ICT化の推
進

・妊娠から子育て期までの支援体制の整備充実（遠方の分娩施設で出産す
る妊婦への交通費等支援）（２市１町から申請あり）

出産・子育て支
援

・こども食堂応援事業の実施

・こどもの居場所づくり支援事業の実施

・県こども総合サポートプラザにおける随時及び法的対応の相談受付、事例
検討の実施

・県・市町村が連携したヤングケアラー支援対策事業の実施

・調査結果を踏まえた、市町村や関係団体と連携した支援の検討・実施

・こども食堂応援事業の実施（３市から申請あり）

・こどもの居場所づくり支援事業の実施（４市から申請あり）

・県こども総合サポートプラザにおける随時及び法的対応の相談受付、事
例検討の実施

・ヤングケアラー支援対策事業実施

・困難を抱えるこどもや家庭への中長期的支援に関する調査の実施

様々な困難を抱
えるこどもへの
支援

◎ Ｒ７年度の取り組み結果と今後の方向性

連携事項名 こども・子育て施策の連携・強化

県担当課：こども家庭室



連携項目名（施策） こどもまんなか社会の実現に向けた取組の推進

概要

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

●富山県こどもの権利に関する条例（仮称）の制定
・すべてのこどもがウェルビーイングで成長できるこどもまんなか社会の実現を目指し
条例を制定（令和８年２月議会での上程を予定）

●こどもからの意見聴取・施策への反映
・県と市が連携した「こども意見表明交流
会」（８月に３市で開催）を実施し、こ
ども施策の実施・検討に当たっては、当
事者であるこどもの意見を施策に反映

●社会全体でこどもの権利を擁護する気運醸成

●こどもの意見を聴く機会の創出、施策への反映

こども意見表明交流会の様子
（富山市（左下）、氷見市（中央上）、高岡市（右下））



連携項目名（施策） 出産・子育て支援

概要

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

●出産・子育て支援施策の充実・強化

●子育て支援ポイント事業の実施

●こども医療費助成の拡充

・県のこども医療費助成を小学生まで拡充し、
拡充財源を活用し市町村において地域の実情に応じた
こども・子育て支援施策を実施

●保育料の無償化・軽減事業の実施

●保育士人材確保事業の推進
・潜在保育士の復帰等を支援するため、保育補助者雇用促進事業を実施（４市町村）

●病児病後児保育の充実
・１０市町による広域受入れ状況や課題等を共有し、全県域実施に向け協議
・施設への予約システムの導入（17施設）を支援

●妊婦から子育て期までの支援体制の整備
・遠方の分娩施設で出産する妊婦の交通費等支援制度の創設
・５歳児健診に係る情報提供の実施や３歳児健診に係るフォローアップ状況の共有



連携項目名（施策） 様々な困難を抱えるこどもへの支援

概要

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

●こども食堂やこどもの居場所づくりの拡充促進に向けた連携

●こどもの居場所づくり（サードプレイス）の促進
・県と市町村が連携し、民間団体が運営するこども食堂や

こどもの居場所における立上げ経費や特色ある取組みに
要する経費への支援（４月～）

●こども総合サポートプラザでの市町村との連携
・こども総合サポートプラザにおいて、市町村からの随時及び法的相談の受付、市町村で対応

に苦慮するケースの法的対応等に関する事例検討を実施（11月、２月）

●県と市町村のこどもや家庭についての相談支援機能の充実強化

●ヤングケアラーへの支援
・県と市町村が連携し、ヤングケアラー支援対策事業の実施（４月～）

●市町村等が実施するヤングケアラー研修会への講師派遣や、ヤングケアラーがいる家庭
へのヘルパー派遣などによる支援

こども食堂の様子



令和８年度の取組み（案）令和７年度の取り組み成果の概要等項目

・「モデル観光地」事業において、インバウンド高付
加価値旅行者の誘客を推進

・引き続き、観光庁補助事業等を活用し、インバウン
ド対応を含む受入環境整備を実施

（例）デジタル技術の活用や多言語化（案内板、メ
ニュー）、県内周遊の促進等を支援

○「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくり」事業

インバウンド高付加価値旅行者の誘客に携わる国内外のエージェントへのセールス・

招聘、商談会参加、北陸エリアの認知度向上に向けたプロモーションツール制作、

通訳ガイドや観光事業者向け研修の実施等

○観光庁補助事業の採択状況

【地方創生プレミアムインバウンドツアー集中展開事業】

（一社） 黒部・宇奈月温泉観光局「黒部峡谷トロッコ列車プレミアムナイトガイド

ツアー～秘境を行く幻想的な夜のトロッコ体験～」等

インバウンド対応
を含む受入環境
整備

・県、市町村、とやま観光推進機構の連携による、北
陸DCを契機に磨き上げた観光素材の定着及び継
続的な磨き上げとさらなる利用促進

○北陸アフターDCの開催（10月～12月）

○冬の観光キャンペーン「Japanese Beauty Hokurikuキャンペーン」の開催（R8.1月

～3月）

○北陸DCを契機に磨き上げた観光素材を旅行会社等へ提案し、定着と利用を促進

観光資源の磨き
上げ・旅行商品造
成

・北陸新幹線敦賀開業及び北陸DCの効果を継続さ
せるため、北陸三県及びJRグループと連携した効
果的な情報発信

・メディアとの連携体制の深化を図るとともに、本県
の強みを活かした継続的な情報発信により、露出
を強化

・海外プロモーションの展開

（例）メディア向けPR会議等の実施、パンフレット及
びPR素材の提供

【国内】

○北陸アフターＤＣ（10月～12月）、冬の観光キャンペーン「Japanese Beauty

Hokurikuキャンペーン」の開催（R8.1月～3月）

○北陸観光PR会議（7月、11月）

○関西圏国内メディアに対する富山観光PR会議（R8.2月）

【海外】

○北陸観光PR会議（10月）

○旅行博等への出展やPRイベント開催

インドネシア、シンガポール、タイ、アメリカ、フランス 等

情報発信の促進

・引き続き、各事業者におけるインバウンド向け旅行
商品のブラッシュアップ等を推進

○各事業者におけるインバウンド向け旅行商品のブラッシュアップ、横展開を推進効果的な旅行商
品の販売体制（海
外向けＯＴＡなど）

◎ Ｒ７年度の取り組み結果と今後の方向性

連携事項名 インバウンドを含む誘客促進に向けた受入体制整備 県担当課：観光振興室



連携項目名（施策） インバウンドを含む誘客促進に向けた受入体制整備

概要

連携のポイント・成果

令和７年度連携項目の主な取り組み実績と成果について

●インバウンド対応を含む受入環境整備
・「モデル観光地」事業において、インバウンド高付加価値旅行者の誘客を推進

・引き続き、観光庁補助事業等を活用し、インバウンド対応を含む受入環境整備を実施

・観光庁補助事業等を活用した受入環境整備（国補助18件、県補助49件）

●観光資源の磨き上げ・旅行商品造成
・北陸DCを契機に磨き上げた観光素材を旅行会社等へ提案し、定着と利用を促進

●情報発信の促進
・北陸三県やJRグループとの連携による首都圏等でのイベント、出向宣伝の開催

・国内外のメディア向けPR会議の開催、情報発信力の強化

・海外プロモーションの展開

・イベント、出向宣伝、物産展等（県・市町村合計236件）

●効果的な旅行商品の販売体制（海外向けＯＴＡなど）
・各事業者におけるインバウンド向け旅行商品のブラッシュアップ、横展開を推進

●北陸DCを契機に、県・市町村・とやま観光推進機構が連携して造成した旅行商品や観光施設の情報を全国へPRし、
効果的な誘客を実施

●インバウンド高付加価値旅行者の誘客に向けた、観光地域づくりの実施や海外プロモーションの展開

「黒部峡谷トロッコ列車
プレミアムナイトガイド
ツアー」

北陸アフターDCポスター

シンガポールでの商談会の様子



連携項目名 主な検討事項 担当部局 WG開催状況

人口減少対応（移住・定住施策）

・「富山暮らしの魅力」に係る情報発信の推進
・移住希望者と地域の効果的なマッチング
・移住に伴う経済的負担軽減の検討
・県採用地域おこし協力隊員と市町村隊員との連携

地方創生局

○第１回WG（4/22）
・県及び各市町村の現状・課題、取組みの方向性について共有
・R7取組み事項の協議、意見交換

○第２回WG（8/4）
・市町村における取組紹介
・R7取組み事項の進捗状況共有、意見交換

○第３回WG（10/6）
・移住フェアにおける連携検討
・データ連携基盤を活用した空き家情報の集約について協議
・地域おこし協力隊員同士が交流できるコミュニティに係る協議
・R7取組み事項の中間報告、今後の方向性について協議

○第４回WG（12/25）
・R8に向けた取組みに係る協議
・R７取組み事項の成果、今後の方向性について協議
・今後の移住施策実施に向けた意見交換

災害対応・危機管理体制の連携・強化

①防災意識の普及啓発の強化
②課題に対する対応策の検討
③県及び市町村の連携方法の確認・強化
④県及び市町村の取組みの情報共有

危機管理局

１　WGの開催
　 4/24：第１回、8/20：第２回、10/8：第３回、1/8：第４回
２　県・市町村担当課長会議の開催
　 6/11：第１回
３　避難所のあり方検討ＰＴ、避難行動のあり方検討ＰＴ
　 ８/５：第１回、10/17：第２回、２/３：第3回
４　「チームとやま」相互応援協定の締結
　 令和６年能登半島地震災害対応検証の結果を踏まえ、大規模災害時に県と市町村
がワンチームで県内外の被災自治体を支援するため、相互応援等に関する協定を締
結（締結日：R８年１月19日）

こども・子育て施策の連携・強化
・こどもまんなか社会の実現に向けた取組の推進
・出産・子育て支援
・様々な困難を抱えるこどもへの支援

厚生部

・4/22 第1回ワーキンググループを実施
　各検討項目の現状・課題、今年度の協議スケジュールや当面の目標について共有・
協議を実施
・8/4　第2回ワーキンググループを実施
　各取組み事項の進捗状況・今後の取り組み等を共有・協議を実施
　開催に先だって、全市町村にR7年度の取組み事項に関するアンケートを実施
・10/6　第3回ワーキンググループを実施
　各取組み事項の取組み成果の中間報告と今後の方向性についての協議を実施
・12/24　第4回ワーキンググループを実施
　R7年度の取組み成果及びR8年度の取組み案について協議を実施

インバウンドを含む誘客促進に向けた受
入体制整備

・インバウンド対応を含む受入環境整備
・観光資源の磨き上げ・旅行商品造成
・情報発信の促進
・効果的な旅行商品の販売体制（海外向けＯＴＡなど）

観光推進局

令和5、6年度に引き続いて
○4/23　令和7年度第1回WG会議を実施
・DMO事業や北陸アフターDC、インバウンド対応等について意見交換、各市町村の観
光客の状況・課題等を共有
・県と各市町村における出向宣伝や物産展等の開催予定を共有
○8/8　令和7年度第2回WG会議を実施
・DMO事業や北陸アフターDC、インバウンド対応等について意見交換
・観光庁等補助事業の採択状況や市町村の特徴ある取組、物産展等の開催予定を共
有
○10/14　令和7年度第3回WG会議を実施
・市町村の特徴のある取組み、インバウンド対応の施策の実施状況等について意見交
換
・その他、富山県高付加価値宿泊施設整備促進事業補助金（案）の説明
○12/24　令和7年度第4回WG会議を実施
・DMO事業、ＪＲ連携事業などの令和7年度の取組み成果と令和8年度の取組み案を共
有
・外部講師による講演会を実施

「ワンチームとやま」連携推進本部　令和７年度連携推進項目のWG取り組み状況について



令和８年度「ワンチームとやま」連携推進本部会議における協議事項について

１年間（年度）を通して、県と市町村が連携して取り組むべき重要事項についてワーキング
グループ等での議論を踏まえて本部会議で協議

令和８年度の連携推進項目（案）

資料２

備 考R 8（案）R 7区分

○
新規―鳥獣被害防止対策

関係人口の拡大・深化を新たに加えて、引き続
き、人口減少対応の連携・強化を図ることが必
要

○
拡充○人口減少対応

（関係人口の拡大・深化、移住・定住施策）

引き続き、災害対応・危機管理体制の連携・強
化を図ることが必要

○
継続○災害対応・危機管理体制の連携・強化

新

拡



































令 和 ８ 年 １ 月 １ ９ 日 

富山県知事政策局人口未来課 

 

県内企業、団体、事業所専用 

とやま出会い応援アプリ「TOYAMA goen」について 

 

少子高齢化・人口減少により、若手の確保・定着や人手不足が課題となってい

ます。こうした中、県では、希望する方の出会い・結婚を支援するため、福利厚生

サービスにより県内企業、団体、事業所の独身従業員が利用できる、県内企業等

専用の出会い応援アプリ「TOYAMA goen」のサービスを開始します。 

本サービスを多くの県内自治体や企業、団体、事業所の皆様に導入いただくこ

とで、従業員の方の出会いや結婚の希望が叶うよう、一丸となって取り組んでまい

りたいと考えており、市町村の皆様におかれましても、本サービスの活用等による

出会い・結婚の支援等について、ご協力を賜りますよう、よろしくお願いいたしま

す。 

 

１ 市町村に検討・協力いただきたい事項 

①  各市町村（互助会等）におかれましても、職員の出会い・結婚を支援するた

め、また、福利厚生を通じた人手不足対策にも資するよう、「TOYAMA goen」

の導入をご検討いただきますようお願いいたします。 

② 地域の企業等の皆様への「TOYAMA goen」の周知・広報につきましてご協

力のほどお願いいたします。また、企業等からお問合せがございましたら、県

（担当：人口未来課）までおつなぎいただきますようお願いいたします。 

 

２ スケジュール 

・ 令和８年 １月５日    導入企業等の受付開始 

・     ２月      利用者（従業員・職員）受付開始 

・  ３月       アプリの運用開始（３月は試用期間） 

参考資料２



県内企業、団体、事業所専用の
とやま出会い応援アプリ

「ＴＯＹＡＭＡ ｇｏｅｎ」のご案内
少子高齢化・人口減少により、若手の確保・定着や人手不足が課題となっています。

富山県は、㈱Aillと共同で、県内企業等の独身従業員専用アプリ

「TOYAMA goen」のサービスを開始します。

本アプリの普及を通じて、若手人材の確保・定着、共働き・共育てを支える企業、

そして、人的資本経営と従業員のウェルビーイング向上を後押しします。

１

2

3

4

県が承認した信頼できる企業・団体・事業所の独身の方をＡＩが紹介

安心してサービスを利用

手薄になりがちな

若手従業員向けの福利厚生充実を後押し

従業員を大切にする企業・団体・事業所として県が様々な機会でＰＲ

企業イメージが向上し、リクルート等でアピール可能

全国的に実績あるアプリの県内企業・団体・事業所専用版だからこそ

カップルの成立により

従業員のウェルビーイングが向上

首都圏を中心に全国1,500超の企業が導入し、
高い実績を上げている、㈱Aillが提供するAI縁結
びナビゲーションアプリ「Aill goen(エールゴエン）」

・トラブル防止のため、自社外の方をご紹介します
・個人のプライバシーは企業に共有されません

TOYAMA goenサービスのポイント

R8.1.5
受付開始



サービス導入方法

【お問合せ先】 富山県知事政策局企画室人口未来課
T E L ：076-444-2174 E-mail：akikaku@pref.toyama.lg.jp

① お申込み ④ 希望する従業員様がTOYAMA goen
   の利用者登録

③ 社内でのご案内

② 負担金のお支払い

企業規模により、企業様の
負担金が決定します

お問合せは下記へご連絡ください。

企業様に対応いただくこと

⑤ ご利用開始※富山県内に事業所を有する企業等で、次世代法
による一般事業主行動計画の策定等が要件

忙しい２人を応援するＡＩアシスト機能

進行可能性が高く、ワークラ
イフバランスなど価値観の近
い「社外の独身従業員」を厳
選してご紹介

自然な会話や心の距離が近づ
く質問をAIがアシストするこ
とで、スムーズなやり取りを
ナビゲート

気になる相手の自分に対す
る好感度をAIが可視化する
ことで、効率的にアプロー
チが可能

Aill goen
サービス（動画）

R８． １月５日 ：導入企業の受付開始
2月～ ：利用者（従業員）受付開始
３月～ ：アプリ運用開始（※ 2月までのお申込みで、３月中の試用期間は、負担金・料金は発生しません）

スケジュール

※定期的に利用者数などの状況をお知らせし、アドバイスします

従業員の方に対応いただくこと

（県の審査・承認※）

AIにより、独身従業員同士の出会いからお付き合いまで、関係進展をサポートします。

申請は
県HPから

（R8.1.5）

mailto:akikaku@pref.toyama.lg.jp
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富山県人材確保・活躍対策 骨子
- 「人材確保・活躍の富山モデル」の構築に向けて-

令和７年10月30日
富山県人材確保・活躍推進本部決定

参考資料３



2

骨子の位置づけ：

〇骨子は、これまで本部会議で議論を重ねてきた全庁的な方針と、中堅・若手職員の視点を
 融合させてとりまとめたものである。これにより、トップダウンとボトムアップの視点を統合し、
 来年２月に策定する「人材確保・活躍対策パッケージ」の骨格を定めることを目的とする。

骨子の狙い：

〇医療・福祉、教育、運輸、農業、建設、公共交通、行政、警察などの県民生活の維持に
不可欠な分野（エッセンシャルワーク分野）で深刻化している人材不足に対応すること。

〇人材確保・活躍を全庁一体の最重要課題として明確に位置づけ、
県民や事業者に力強く発信することで、施策の推進力を一層高めること。

〇「富山で働くことの価値」を人材戦略の核心に据え、斬新かつ先駆的な取組みの創出を
 戦略的に促進することで、取組み全体を前進させる初動のモメンタムを生み出すこと。

-位置づけと狙い-
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「選ばれる富山」を実現するための未来志向の全方位・同時多発型アプローチ：

〇本格的に「労働供給制約社会」に突入した今、単一の手法だけで人材不足を克服することは困難。
それぞれの主体がそれぞれの実情に応じ、複数の手法を最適に組み合わせる対応が不可欠となる。

〇県としては、こうした多様な取組みが現場で実効性を持って展開されるよう、必要な支援策を強化し、
全国に先駆けた「人材確保・活躍の富山モデル」の創出を目指す。

〇特に、組織の中核を担い、長期的な視点で育成・定着すべき「主力人材」、即戦力として機動的に
活躍できる柔軟な「支援人材」、さらに高度な専門性を活かす「高度人材」などの多様な人材（※）
のバランス良い確保・活躍を促進することが重要である。

    （※）多様な人材： 若者、女性、就職氷河期世代、シニア、外国人、障がいを持つ方、転職者、カムバック人材 など

〇本取組みを推進する上で、県庁自身もまたエッセンシャルワークを担い、人材不足に直面する主体で
あることを踏まえる必要がある。限りある人員・財源の中で複雑化する行政ニーズに的確に応えるため、
政策資源の最適化を図りつつ、「人材確保・活躍対策パッケージ」の基盤としていく。

-基本的な考え方-
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「人材確保・活躍の富山モデル」とは — 「人を追う」消耗戦から、「選ばれる富山」への戦略的転換—：

○「人材確保・活躍の富山モデル」は、単なる「人手不足の解消策」にとどまらない。大都市圏との人材獲得競争が
 激化する中、賃金など外形的条件だけで人を惹きつけようとするアプローチでは、持続可能な成果は望めない。
 この競争構造から抜け出すには、新たな競争軸を戦略的に構築することが不可欠である。

○このモデルの核心は、「富山で働く価値」を可視化し、共感をもって伝えることにある。
 すなわち、富山は人材を丁寧に育て、その成長を支え、挑戦を応援し、安心して豊かに暮らせる——
 こうした実感が県内外で広がることで、人が自然と集い、定着し、活躍する好循環が生まれる。

○しかし、理念だけでは人の心は動かない。「富山で働く価値」を、抽象的な概念ではなく、具体的で実感を伴う形
 で伝えるためには、斬新で先駆的かつ象徴的な取組み—いわゆる「ミクロモデル」の創出が鍵となる。

 重要なのは、それを偶然に任せず、明確な意志のもとで戦略的に生み出すことである。

○「人材確保・活躍対策パッケージ」では、こうした「ミクロモデル」を同時多発的に創出し、磨き上げ、発信する
取組みを、エッセンシャルワーク分野に焦点を当てて盛り込む。戦略的に生み出された成功事例が連鎖し、

 共鳴し合うことで、「富山で働く価値」を県内外へと力強く広げる原動力となる。

○理念から実践へ、実践から共感へ——この循環こそ、県全体の取組みを進化させる真髄であり、
「人材確保・活躍の富山モデル」が目指す姿である。

-基本的な考え方（参考①）-
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＜「対策パッケージ」の検討フレーム＞「人材確保・活躍の富山モデル」の構築ステップ図

成果を踏まえて
対策の不断の見直しへ

人が集まり、活躍する
好循環のサイクル確立に
よる持続可能な発展モデル

Step4
評判が人を呼び、
富山をさらに強くする
評判を耳にした人材が、「富山で働きたい」と集まり
始める。多様な背景を持つ人材が加わることで新
しい視点や活力が生まれ、富山はさらに強くなる。

Step1
県を挙げた「対策パッケージ」
による力強い始動
「人材の確保・活躍」を最重要課題として掲げ、
対策パッケージに斬新・先駆的な施策を盛り
込み、分野横断的な支援を力強く推進。

Step3
富山で働く価値の広がり
「富山は人を大切に面倒をみてくれ、良い暮ら
しができ、将来に明るい展望を描ける場所だ」
という評判が口コミ等を通じて広まっていく。

Step2
現場での実践と定着
各主体が実情に応じ、複数の手法を最適に
組み合わせ、現場で実効性を持って展開する。
先駆的・象徴的な「ミクロモデル」の創出を図る。

-基本的な考え方（参考②）-
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柱１ 人材確保

1. スポットワーク等による支援人材の確保と
主力人材の新たな入口創出

2. 専門性の高い高度人材の確保

3. 組織の中核を担う主力人材の確保

柱３ 人材育成

1. 富山の未来を担う人材の育成

2. 早期からのキャリア教育等の充実

柱２ 働き方改革

1. 多様・公正・包摂的（DE＆I）な職場づくりの推進

2. 処遇改善に向けた支援

柱４ 省力化・省人化

1. デジタル化・省力化技術の徹底活用

2. 提供すべきサービスの適正化

意識変容や基盤整備など中長期の取組み

1. ホワイトカラー偏重の社会通念など人材活躍を阻む価値観の変容

2. 各関係機関、各団体等との連携 4. その他各種基盤整備

富山県人材確保・活躍対策 骨子 -全体構成-

3. 地域コミュニティ機能の維持・強化
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-柱１ 人材確保①-

１．スポットワーク等による支援人材の確保と主力人材の新たな入口創出

（１） 企業等とスポットワーカーのマッチング支援・持続可能な雇用への入口創出
      短時間・単発で働きたい人と企業等のマッチングを促進し、スポットワークの普及・展開を支援

      さらに中長期的、持続可能な雇用への新たな入口を創出

（２）  多様な支援人材の確保等支援
多様な人材の参入・活躍を支援し、主力人材を下支えする体制を構築

２．専門性の高い高度人材の確保

    （１） デジタル人材等プロフェッショナルな人材の活用促進
      デジタル人材や副業・兼業人材等の専門性の高い外部人材の活用を促進し、

       企業等の課題解決や人材不足解消、新たな価値創造、DX等を推進

（２）  外国人材の受入・定着支援
外国人材が日本社会や地域に調和しながら、安心して働き、生活できる環境を整備
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３．組織の中核を担う主力人材の確保

（１） UIJターン就職・移住を含む県内就職・定着への総合的支援
        富山へのUIJターン・移住希望者の県内定着を促進するなど、富山の未来を担う人材を確保

（２）  多様な主力人材の確保支援
多様な人材がそれぞれの能力を活かして活躍できるよう、就労支援や環境整備を推進

 

（３）  地域産業の継承と発展を担う人材の確保
地域の技術や雇用等の貴重な資源を確実に次世代に引き継ぎ、持続的な発展を図るため、

 事業承継や後継者育成等を支援

-柱１ 人材確保②-
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-柱２ 働き方改革-

１．多様・公正・包摂的（DE＆I）な職場づくりの推進

（１） 多様な人材活躍のための職場風土の改善等支援
      職場におけるアンコンシャス・バイアスの解消や各種ハラスメント対策の強化など、

職場風土の改善や、意思決定の場における多様な人材の参画拡大への支援等を実施

（２）  職場における柔軟な働き方の展開、共働き・子育て等の支援
   職場におけるリモートワークなどの多様な働き方の展開や、育児・介護との両立支援などの制度の充実を支援

（３）  誰もが働きやすい職場環境の整備
   多様な人材が活躍できるよう、職場・執務環境の整備を支援

２．処遇改善に向けた支援

    （１） 構造的な賃上げ対策・価格転嫁対策
     構造的な賃上げ・処遇改善に向け、企業の価格転嫁、生産性向上等の取組みを支援

（２）  エッセンシャルワーク分野における処遇改善のための支援
相対的に処遇が低いエッセンシャルワーク分野における処遇改善を支援
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-柱３ 人材育成-

１．富山の未来を担う人材の育成

（１） 組織や変革を牽引するリーダー、アドバンスト・エッセンシャルワーカーの育成
        組織を未来に向けて導き、変革を牽引していくリーダーや、高度なスキルを駆使し、

仕事の価値と生産性を同時に高めるエッセンシャルワーカーの育成を推進

（２）  スキルアップ・リスキリング支援、リカレント教育の充実
デジタル技術など、新たな知識・スキル習得のためのリスキリング等の支援や、リカレント教育を充実

２．早期からのキャリア教育等の充実

（１） エッセンシャルワークをはじめとする職の魅力発信・就業機会の創出
     SNS等のあらゆる媒体やイベントを通じた職の魅力発信や、インターンシップをはじめとした就業機会、

 職場見学・体験活動の機会を創出

（２）  学校・行政・民間等の相互連携
学校現場・行政・民間等が一体となって実施するキャリア教育の更なる充実
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-柱４ 省力化・省人化-

１．デジタル化・省力化技術の徹底活用

（１） 省力化・省人化投資の促進
        あらゆる分野において、省力化・省人化投資を促進し、業務効率化と生産性向上を推進

（２）  デジタル化・省力化技術の現場への実装
デジタル化・省力化技術の現場への実装・定着を推進

２．提供すべきサービスの適正化

    （１） 人口減少を見据えたサービス水準の見直し
     人口減少を見据えた社会全体でのサービス水準の見直し

（２）  「選択」と「集中」による行政運営の効率化
行政自身もエッセンシャルワークを担う主体として、「選択」と「集中」により行政運営を効率化



12

-意識変容や基盤整備など中長期の取組み-

１．ホワイトカラー偏重の社会通念など人材活躍を阻む価値観の変容
・産業、教育、行政など地域社会の様々な主体が連携し、人材活躍を阻む価値観の変容に取り組む

２．各関係機関、各団体等との連携
・富山労働局など各関係機関、各団体等と連携し、官民一体となって、人材確保・活躍に向けて取り組む

３．地域コミュニティ機能の維持・強化
・高齢化・人口減少を踏まえ、地域の様々な方が連携し、地域コミュニティ機能の維持・強化に取り組む

４．その他各種基盤整備
・その他人材確保・活躍に資する各種基盤整備等に取り組む
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富山県独自の
労働需給シミュレーションの実施について
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１．概要
〇労働需給に関する将来推計は、国全体における産業分野別の推計は存在

（リクルートワークス研究所「未来予測2040」など）

〇本県の人口動態や人口推計、産業構造等を踏まえ、県独自にシミュレーションを実施

２．実施体制

３．スケジュール
 R7.6 契約締結、プロジェクト開始
 以降 モデル検討・構築、シミュレーションに係る打合せの実施
R8.2  シミュレーション結果の公表（予定）

富山県

富山県立大学
（情報工学部）

※岩本 健嗣教授（県デジタル変革担当
CDO補佐）、榊原 一紀教授（データサ
イエンス学科）を中心とする体制

リクルートワークス研究所
主任研究員 古屋 星斗氏

※「未来予測２０４０」 プロジェクトリーダー
※第1回本部会議において、「労働供給制約社会」
への突入という危機等をご示唆いただいた。

基礎データ提供

研究委託契約

企画支援・監修アドバイザリー契約
（委託契約）
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４．シミュレーションについて
〇富山県の将来における各分野ごとの労働需要量・供給量、それらのギャップを可視化

• 加えて、ある政策を実施した結果（※１） や、
推計条件・前提を変えた場合（※２） に
労働需給にどのような影響があるのか
についてもシミュレーションできるものとする。
※１ 例：柔軟な働き方の推進 など

※2 例：生活維持サービス水準の見直し など

• 推計結果を分析し、分野ごとの優先順位付け等、
戦略的な対策の検討や関係団体、県民・事業者
を巻き込んだ全県的議論のたたき台に活用予定。

▼シミュレーションイメージ
（ 「未来予測2040」での職業別シミュレーション 参照）
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首都圏を中心に県外で働く若者を主な対象として、
富山で働き暮らすことの魅力を発信するキャンペーンを展開

１ キャンペーン動画による情報発信

①Youtube、 ②Meta(Facebook、Instagram）
③Tver(動画広告)、④各種サイト掲載のクリック広告

＜期間＞R7.11.21(金) ～R８.２.28(土)
⑤特設サイト掲載

(「就活ラインとやま」上にバナー)ほか

「富山で働こう」キャンペーンの展開について

コンセプトムービー＋理解促進ムービーを
以下の媒体で発信

特設サイト
２次元コード

参考資料４
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２ PR広告の展開・イベントの実施

「富山で働こう」キャンペーンの展開について

日時：R８.１.14(水)（予定）
 内容：「働く方のための“応援給水スポット”」を設置。

富山県の水（県内企業で働く若者等からの直筆
 応援メッセージを添えたペットボトル）を配布。

①大型壁面広告の掲示 ＠新宿駅メトロプロムナード

②電車内窓上サイネージ広告 ＠東京メトロ ９路線車内

③屋外サイネージ広告 ＠駅構内、商業施設サイネージ等

 期間：R８.１.12(月･祝)～１.18(日)
④PRイベントの実施 

@新宿駅メトロプロムナード
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３ ポスター・チラシによる情報発信

県内外で実施する、本県への転職・移住関連
イベントや大学等での掲出、配布等

＜配布先例＞
ポスター：県内外大学、県内企業、

市町村、自衛隊など関係機関
チラシ ：県外進学した大学生の実家

へのDM送付など

「富山で働こう」キャンペーンの展開について

担当：人材確保推進課




